声　明

　本日、最高裁判所第二小法廷は、新潟県職員の給与削減をめぐる2002年11月22日のストライキ実施に伴う役員27人の懲戒処分の取消を求めた行政訴訟において原告の請求を「上告審として受理しない」とする不当な決定の申し渡しを行った。
2002年人事院及び新潟県人事委員会は、制度史上初めて月例給のマイナス及びマイナス分を4月に遡って減額調整する勧告を行った。　

新潟県地公労・県職労は、2002年4月から実施された「臨時削減（3年間２％２％１％削減）」に至る知事交渉で合意した「職員の生活水準を維持する範囲内」の前提が県人事委員会のマイナス勧告によって崩れたとして「臨時削減を中止するか、勧告実施を見送る」という「ダブル削減の反対」を要求して県当局と交渉を行った。しかし、人事課長は「臨時削減と勧告は別」として譲らず２回の課長交渉が物別れに終わり、組合は「責任者としての知事交渉」を求めたがこれに当局が応じないままストライキに突入した。当時、自治労の全国闘争として29分又は1時間のストライキを実施した単組は多い。その中で新潟県職労に懲戒処分が発せられたことを自治労中央本部は重く受けとめ不当処分撤回を自治労総体の取り組みとして今日までたたかってきた。
新潟地裁判決における、臨時削減時の労使合意が「秋の人事委員会のマイナス勧告を組合側が予想した上で合意したのだからストライキ実施の理由はない」という一方的な推測による誤った事実認定に基づく判決を是認するこの決定は不当と言わざるを得ない。

また、最高裁判所において、憲法で保障されている労働者が自らの生存権をかけた争議行為が、地方公務員法違反とする処分が違憲でないとする日本の有り様は人権後進国としか言いようがない。今日の人勧制度が賃金・労働条件を引き下げる役割を果たし、争議権の代償措置として有効に機能していないことは明らかであり労働基本権回復と自律的労使関係制度の確立が急務である。
今国会で議論されてきた自律的労使関係制度を措置するための国家公務員制度改革関連4法案が次期国会への先送りとなった。我々は代償機関として本来の役割を担えない人事院・人事委員会の勧告制度に代わる、ILO勧告を満たした労働基本権回復を目標に、当面は自律的労使関係制度に基づく賃金・労働条件の決定方式の早期実現を目指して引き続きたたかいを強化するものである。
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